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【手続補正書】
【提出日】平成30年1月15日(2018.1.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４８】
　項目２８は、前記光学的劣化が、１％若しくはそれよりも大きい、又は２％若しくはそ
れよりも大きい、又は３％若しくはそれよりも大きい、又は５％若しくはそれよりも大き
い、又は１０％若しくはそれよりも大きい光学ヘイズの増加、及び／又は２若しくはそれ
よりも大きいＣＩＥ　ｂ＊色座標の増加を含む、項目２６又は２７に記載の方法である。
本発明の実施態様の一部を以下の態様［１］－［２８］に記載する。
［態様１］
　ポリマー層積層体を備えるフィルムであって、前記ポリマー層が層パケットに編成され
ており、前記層パケットの各々が前記ポリマー層のうちの少なくとも２つを有しており、
　隣接する層パケット間の付着が、前記層パケットが前記積層体の残部から個別に不可逆
的に離層することができる程度に弱く、前記積層体が、係る層パケット間の係る不可逆的
な離層を促進するように構成されており、
　前記ポリマー層積層体中の前記ポリマー層の全てが、互いに共押出可能なそれぞれのポ
リマー組成物を有し、
　複数の前記層パケット中の前記ポリマー層のうちの少なくとも１つが、１つ以上の紫外
線安定剤を含む、フィルム。
［態様２］
　前記層パケットの各々中の前記ポリマー層のうちの少なくとも１つが、前記１つ以上の
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紫外線安定剤を含む、態様１に記載のフィルム。
［態様３］
　前記１つ以上の紫外線安定剤が第１の紫外線安定剤を含み、前記１つ以上の紫外線安定
剤を含む各層パケット中の前記少なくとも１つのポリマー層が、前記第１の紫外線安定剤
を含む、態様２に記載のフィルム。
［態様４］
　前記積層体中の各層パケットについて、前記１つ以上の紫外線安定剤を含む前記少なく
とも１つのポリマー層が、係る層パケットの前部に配設される、態様２に記載のフィルム
。
［態様５］
　前記積層体中の各層パケットが、紫外線安定剤を実質的に含まない少なくとも１つのポ
リマー層を更に含む、態様２に記載のフィルム。
［態様６］
　各層パケットが、前記１つ以上の紫外線安定剤を含むポリマー層を１つのみ有する、態
様２に記載のフィルム。
［態様７］
　前記１つ以上の紫外線安定剤が、紫外線吸収剤を含む、態様１に記載のフィルム。
［態様８］
　前記１つ以上の紫外線安定剤が、抗酸化剤を含む、態様１に記載のフィルム。
［態様９］
　前記１つ以上の紫外線安定剤が、ヒンダードアミン系光安定剤（ＨＡＬＳ）を含む、態
様１に記載のフィルム。
［態様１０］
　任意の２つの隣接する層パケット間の付着が、２～１００グラム／インチ（０．８～３
８．６Ｎ／ｍ）の範囲の剥離力を特徴とする、態様１に記載のフィルム。
［態様１１］
　前記積層体が、隣接する層パケット間の境界面へのアクセスを提供するアクセスタブと
共に構成されている、態様１に記載のフィルム。
［態様１２］
　前記ポリマー層が、ＡＢ繰り返し配列で配置されている、態様１に記載のフィルム。
［態様１３］
　前記ポリマー層が、ＡＢＣ繰り返し配列で配置されている、態様１に記載のフィルム。
［態様１４］
　前記積層体が、前記積層体中の隣接する層パケットの全ての対について、前記層パケッ
ト間の付着が前記層パケット内の前記ポリマー層間の付着よりも弱く、これにより不可逆
的な離層が前記層パケット内ではなく前記層パケット間で生じやすくなるように構成され
ている、態様１に記載のフィルム。
［態様１５］
　隣接する層パケット間の付着が、第１の剥離力を特徴とし、各層パケット内のポリマー
層の最も弱い付着が、第２の剥離力を特徴とし、前記第２の剥離力が前記第１の剥離力の
少なくとも２倍である、態様１４に記載のフィルム。
［態様１６］
　前記ポリマー層が、ＡＢＣ繰り返し配列で配置されている、態様１４に記載のフィルム
。
［態様１７］
　ポリマー層ＡとＣとの間の付着が、ポリマー層ＡとＢとの間の付着よりも弱く、ポリマ
ー層ＢとＣとの間の付着よりも弱い、態様１６に記載のフィルム。
［態様１８］
　前記ポリマー層積層体中の前記ポリマー層の全てが、２０４℃（４００°Ｆ）又はそれ
よりも高い溶融温度で溶融加工可能なそれぞれのポリマー組成物を有する、態様１に記載
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のフィルム。
［態様１９］
　前記積層体中の前記ポリマー層のうちの少なくともいくつかが配向されており、少なく
とも０．０５の複屈折を有する、態様１に記載のフィルム。
［態様２０］
　隣接する層パケットの境界面に配設されている前記ポリマー層がいずれも室温で粘着性
ではない、態様１に記載のフィルム。
［態様２１］
　前記積層体中の前記層パケットの各々が、２ミル（５０マイクロメートル）以下の厚さ
を有する、態様１に記載のフィルム。
［態様２２］
　前記ポリマー層が少なくともＮ個の層パケットに編成されており、Ｎが少なくとも５で
ある、態様１に記載のフィルム。
［態様２３］
　Ｎが少なくとも１０であり、前記フィルムが１５ミル（３８０マイクロメートル）以下
の全厚を有する、態様２２に記載のフィルム。
［態様２４］
　前記ポリマー層積層体が、少なくとも８０％の可視波長に対する平均透過率及び１５％
未満の光学ヘイズを有する、態様１に記載のフィルム。
［態様２５］
　前記ポリマー層積層体が、８％未満の光学ヘイズを有する、態様２４に記載のフィルム
。
［態様２６］
　方法であって、
　ポリマー層積層体を備えるフィルムを提供する工程であって、前記ポリマー層が層パケ
ットに編成され、各層パケットが前記ポリマー層のうちの少なくとも２つを有し、前記積
層体が係る層パケット間の不可逆的な離層を促進するように構成されており、前記積層体
中の前記ポリマー層の全てが互いに共押出可能なそれぞれのポリマー組成物を有する、工
程と、
　前記フィルムが紫外線曝露に起因する光学的劣化を呈するように、前記フィルムを十分
な量の紫外線（ＵＶ）に曝露する工程であって、前記光学的劣化が前記層パケットのうち
の第１の層パケットと主に関連している、工程と、
　前記第１の層パケットを前記積層体の残部から離層する工程と、を含む、方法。
［態様２７］
　複数の前記層パケット中の前記ポリマー層のうちの少なくとも１つが、１つ以上の紫外
線安定剤を含む、態様２６に記載の方法。
［態様２８］
　前記光学的劣化が、３％若しくはそれよりも大きい光学ヘイズの増加、及び／又は２若
しくはそれよりも大きいＣＩＥ　ｂ＊色座標の増加を含む、態様２６に記載の方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリマー層積層体を備えるフィルムであって、前記ポリマー層が層パケットに編成され
ており、前記層パケットの各々が前記ポリマー層のうちの少なくとも２つを有しており、
　隣接する層パケット間の付着が、前記層パケットが前記積層体の残部から個別に不可逆
的に離層することができる程度に弱く、前記積層体が、係る層パケット間の係る不可逆的
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な離層を促進するように構成されており、
　前記ポリマー層積層体中の前記ポリマー層の全てが、互いに共押出可能なそれぞれのポ
リマー組成物を有し、
　複数の前記層パケット中の前記ポリマー層のうちの少なくとも１つが、１つ以上の紫外
線安定剤を含む、フィルム。
【請求項２】
　任意の２つの隣接する層パケット間の付着が、２～１００グラム／インチ（０．８～３
８．６Ｎ／ｍ）の範囲の剥離力を特徴とする、請求項１に記載のフィルム。
【請求項３】
　前記積層体中の前記ポリマー層のうちの少なくともいくつかが配向されており、少なく
とも０．０５の複屈折を有する、請求項１に記載のフィルム。
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